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2025 年 12 月期 連結業績予想の公表に関するお知らせ 

 

当社は、2025 年２月 13 日に公表いたしました「2024 年 12 月期 決算短信〔日本基準〕(連結)」におい

て、未定としておりました 2025 年 12 月期の業績予想につきまして、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 2025 年 12 月期（通期）の連結業績予想（2025 年１月 1 日～2025 年 12 月 31 日） 

 売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主 

に帰属する 

当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 

 

前回発表予想（Ａ） 

百万円 

―  

百万円 

― 

百万円 

― 

百万円 

― 

円 銭 

― 

今回修正予想（Ｂ） 5,110 △1,390 180 30 2.01 

増減額（Ｂ－Ａ） ― ― ― ― ― 

増減率（％） ― ― ― ― ― 

（ご参考）前期実績 

（2024 年 12 月期） 
2,655 △2,293 △2,188 △2,371 △159.94 

 

２． 連結業績予想公表の理由 

ドローン市場においては、経済安全保障の動向により、国内および米国等の海外における新たな市

場機会が創出されており、特に米国においては脱中国製ドローンの流れを受け、販売拡大を見込んで

おります。国内においては、官公庁等の主要顧客に加え、地方自治体によるドローン活用の促進によ

り、大きな需要が見込まれます。特に地方自治体におけるドローン活用は事業規模が大きく、当社が

「2024 年 12 月期 決算短信〔日本基準〕(連結)」を公表した 2025 年２月 13 日時点においては、適正

かつ合理的な連結業績予想の数値を算出することが困難であると判断し、2025 年 12 月期通期の連結

業績予想を未定としておりました。 

直近では地方自治体におけるドローン活用についての検討が具体化しており地方自治体案件の事



 

業規模について一定程度の見通しがついたため、現時点のマクロ状況及び入手しております顧客動向

等を踏まえた連結業績予想を公表いたします。  

売上高については、国内市場では防衛装備庁の入札案件を受注（2025 年３月 17 日公表「大型案件

の受注に関するお知らせ」）するなど順調に推移しております。米国市場でも Almo Corporation から

の大型案件を受注（2024 年 10 月 30 日公表「Almo Corporation との販売代理店契約の締結及び本契約

に基づく大型案件の受注に関するお知らせ」）するなど好調に推移しており、2024 年 12 月期に前述

の大型案件を一部納品しており、2025 年 12 月期に残りの受注部分を納品する予定です。現在、米国

市場において、さらなる受注の拡大に向けた取り組みを行っており、売上高の拡大を見込んでおりま

す。加えて、地方自治体におけるドローンの活用として、茨城県境町との包括連携協定（2025 年３月

14 日公表「ACSL、茨城県境町と包括連携協定を締結」）など、物流、下水道点検、防災・災害対応な

ど様々な分野での取り組みを検討しており、複数自治体におけるドローン活用案件として 2,000 百万

円の売上高の計上を見込んでおります。 

営業利益については、売上高増加に伴い、売上総利益の拡大を見込んでおります。販売費及び一般

管理費において、経済産業省令和４年度第２次補正予算「中小企業イノベーション創出推進事業」に

係る「行政等ニーズに応える小型空撮ドローンの性能向上と社会実装」事業（以下、SBIR 事業）の研

究開発費に関し、1,400 百万円の研究開発費を計上する予定です。営業利益の改善を目的として事業

全体の改革を 2024 年２月に発表し、「選択と集中」及び「リソースの最適化」を進めており、2025 年

12 月期の SBIR 事業を除いた販売費及び一般管理費については、2024 年 12 月期に対して概ね横ばい

である見込みです。その結果、営業損失は 1,390 百万円となる見込みです。なお、上記 SBIR 事業に

かかる費用を営業損失から控除した数値として、国家プロジェクトを除いた営業利益は 10 百万円と

なる見込みです。 

経常利益については、主に、SBIR 事業に係る助成金収入として 1,700 百万円を計上する予定です。

その結果、経常利益は 180 百万円となる見込みです。 

親会社株主に帰属する当期純利益は、主に法人税等の計上に伴い、30 百万円となる見込みです。 

 

（注）上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものであり、

当社としてその達成を約束する趣旨のものではありません。実際の業績は、今後の様々な要因によ

り異なる可能性があります。 

 

以 上 

 

 


